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提案依頼書（Request　For　Proposal, 以後は RFP と
する）は，ソフトウェア開発を委託するにあたり，委託
元企業（ユーザ）が，委託先候補の企業（ベンダ）に対
して，開発に関する具体的な技術提案（技術仕様・技術
提案書の作成）を依頼する文書である．RFP には，機能
要件，非機能要件，事務要件，システム要件，ライセン
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アブストラクト
本論文では，ベンダへの提案依頼書（Request For Proposal: RFP）の品質を定量的に評価する方法を提案する．評価対象は，
提案依頼者となるソフトウェア発注者にとって重要度の高い「保守と運用に関する 55 個の非機能要件（NFR）」であり，
評価の観点は，その記述の明確さ，である．評価結果は，RFPの「総合評価点」と要件毎の評価点を俯瞰するための「レーダー
チャート」として示される．地方自治体，図書館，政府機関，大学，病院などがWWW上に公開していた 5ドメイン 29
件の RFP を評価対象としたケーススタディによって，記述が不十分な要件を特定したり，基準値との比較を通じて特に
改善が必要な特性を明らかにしたりできることなどが確認された．
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ス事項，開発者資格，契約要件などが記述されている．
ユーザは，提示された技術仕様・技術提案書に基づいて
ベンダを選定し，契約仕様書の作成，契約の締結を経て，
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ソフトウェアの開発作業が開始されることになる．RFP
は，ソフトウェアの委託開発のベースとなる，重要な文
書の一つであり，その品質が，ソフトウェア開発の成否
を大きく左右することになる [Roth]．

RFP は多様な情報で構成されているが，品質評価
の重要な対象の一つとなるのが，「非機能要件（Non 
Functional Requirements: NFR）」である．NFR は，開発
すべきソフトウェアのアーキテクチャに対する制約条件
となり，アーキテクチャの実現可能性に大きく影響する．
アーキテクチャは，ソフトウェア品質を決定する主要因
の一つとされている [Kazman]．更に，開発開始後のアー
キテクチャ変更が容易でないことから，RFP に基づく技
術仕様・技術提案書の作成において，アーキテクチャの
策定やその実現可能性の評価は，ベンダにとって極めて
重要な作業の一つとなっている． NFR が明確に記述され
ているか否かは，RFP 品質を議論する上で重要な観点の
一つと言える．

本論文では，ベンダへの提案依頼書（RFP）提示に先
立ち，RFP 作成者であるユーザ自身が，RFP の品質を定
量的に評価する方法を提案する．評価対象とするのは，
RFP で示されるべき非機能要件（NFR）であり，評価の
観点は，その記述の明確さ，である．RFP に記述すべき
NFR を示すガイドラインや報告書，あるいは，NFR を評
価するためのメトリクスは，これまでにも数多く提案さ
れている [IPA2007] [IPA2010] [JUAS] [JUAS2] [MEXT]
[Nikkei] [TRM]．本論文で提案する方法は，それら既
存のガイドライン，報告書，メトリクスを基盤として，
RFP に記述すべきNFR を，より委託元企業（ユーザ）の
視点で評価する手順を示すものである．具体的には，評
価対象を，ユーザにとって重要度の高い「保守と運用に
関する 55 個の非機能要件」に限定した上で，要件記述
の明確さを最大 5段階で評価するためのメトリクス（評
価基準スキーム）を定義し，評価結果は，RFP の「総合
評価点」と要件毎の評価点を俯瞰するための「レーダー
チャート」として示すものとする．

以降，2章では，関連研究として，NFR に関する代表
的なガイドライン，報告書，メトリクスを紹介する．3
章では，提案法を示し，4章では，WWW上に公開され
ていた 29件の RFP を対象としたケーススタディの結果
を示し，提案法の適用容易性や有用性について議論する．
最後に，5章では，まとめと今後の課題について述べる．

日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）による「非
機能要求仕様定義ガイドライン」[JUAS] には，ソフト
ウェアライフサイクルを通じて使用することが推奨され

る 200 個を超える非機能要件が，ISO/IEC09126 等に
準拠する形で示されている．ただし，ソフトウェア開発
終了後の保守や運用に関する非機能要件は，必ずしも
網羅されていない．一方，「システム構築のトラブルを
回避するための IT システム契約締結の手順とポイント」
[Nikkei]，および，「情報システム調達のための技術参照
モデル（TRM）」[TRM] は，ユーザとベンダ間でソフトウェ
ア開発契約を締結する上で重要となる，サービスレベル
に関する合意（Service Level Agreement: SLA）に必要な
要件を示すとともに，保守と運用に関する非機能要件も
数多く示されている．提案法では，これら 3つのガイド
ラインで示された非機能要件を，評価対象の候補とする．

「システム／ソフトウェア製品の品質要求定義と品質
評価のためのメトリクスに関する調査報告書」[MEXT]
には，利用者ニーズに応えるソフトウェア品質の確立，
および，そのために広く利用可能なメトリクスの選定を
目的とする事例調査の結果がまとめられている．報告に
は，非機能要件の重要度に関するユーザ・ベンダ企業へ
のアンケート結果が含まれている．提案法では，このア
ンケート結果を，評価対象とする非機能要件の選定に利
用する．

多種多様な非機能要件間の関係を明らかにする研究も
行われている．日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
による「ソフトウェア開発管理基準に関する調査報告書」
[JUAS2] では，品質目標（SLA 指標），運用容易性，障害
対策，災害対策といった観点で，非機能要件が整理され
ている．また，情報処理推進機構ソフトウェア・エンジ
ニアリング・センター（IPA-SEC）による「共通フレー
ム 2007」[IPA2007] では，運用と保守のプロセスに関
する非機能要件の整理がなされている．提案法では，こ
れら２つの成果に基づき，評価対象とする非機能要件
55個を 3階層でグループ化している．

IPA-SEC による「非機能要求グレード」[IPA2010] は，
情報システムにおけるセキュリティや性能，業務の手順
など，機能以外に関する要件（非機能要件）を定義する
と共に，要件に対する要求レベルを評価し，ユーザ・ベ
ンダ間で合意を形成するための枠組みを与えるものであ
る．要件を階層的にグループ化し，評価基準を要件毎に
定義するというアプローチは，提案法と同じであるが，
要求レベルの評価はベンダ視点で行われ，ユーザにとっ
て重要な保守に関する要件などについては言及されてい
ない．

RFP や要求仕様書など，ソフトウェア開発の初期に
作成される文書の評価に，自然言語処理技術を用いる研
究も報告されている．佐藤らは，要求仕様における品質



論文

32 SEC journal Vol.10 No.3 Sep. 2014

要求の含有率を，形態素解析に基づく重要語句の抽出な
どにより測定する具体的な方法とツールを提案している
[Sato]．評価対象には非機能要件も含まれているが，評
価の粒度は，「セキュリティ」，「成熟性」，「運用性」な
どであり，提案法に比べると大きい．

提案法は，ソフトウェア開発に向けて作成される提案
依頼書（Request For Proposal: RFP）の品質を定量的に
評価するものである．品質評価の観点は，「運用と保守
に関する非機能要件」に関する記述の有無，および，明
確さである．評価結果は，RFP の総合評価点（100 点満
点），および，要件毎の評価点を俯瞰するためのレーダー
チャートとして示される（図１参照）．

提案法の主な利用者は，RFP 作成者（ソフトウェア開
発をベンダに依頼するユーザ）である．RFP 作成者は，
ベンダに対する RFP の提示に先立ち，非機能要件に関す
る記述の明確さを提案法により定量的・視覚的に把握す
る．明確に記述されていない要件があれば，必要な加筆
修正を RFP に対して行う．

評価対象とするのは，2.1 で示した 3つのガイドライ
ン [JUAS][Nikkei][TRM] で示されている非機能要件のう
ち，保守と運用に関する 55 個の非機能要件である．こ
れは，本提案法の主な利用者となる委託元企業（ユー
ザ）が，ソフトウェアと最も直接的に関わるのが「保守

と運用」であり，それら要件をベンダに正確に伝えるこ
とが RFP 作成の主要な目的のひとつと考えられるからで
ある．また，非機能要件は，セキュリティ対策，冗長化，
応答時間といったアーキテクチャの制約条件となる場合
が多く，アーキテクチャの実現可能性を評価する上でも
役立つ．これとは反対に，ベンダによるソフトウェア開
発管理に関する要件，ユーザが自身のために行う開発管
理に関する要件（ベンダに伝える必要性の低い要件）は，
評価対象とはしていない．

55 個の要件のうち 34 個は運用に関する要件，21 個
は保守に関する要件である．また，55 個の要件のうち
17 個は，サービスレベルの合意に必要な要件である．
残る 38 個は，文献 [MEXT] で実施されたアンケートに
おいて，3分の 1以上のユーザ企業が，「RFP に実際に
記述している」あるいは「記述すべき」と回答した要件
である．

非機能要件評価シートは，評価対象とする 55 個の非
機能要件それぞれについて，「評価メトリクス（明確さ
の評価基準スキーム）」と「重要度（評価における重み）」
を与えるものである（図１参照）．なお，評価対象とす
る要件が 55 個と多数にのぼるため，評価結果の俯瞰が
難しくなる可能性がある．そこで，類似する要件をグルー
プ化し，17 個の「中項目」として設定し，更に，それ
ら中項目を，ソフトウェア利用者の観点で設定した 7個
の「大項目」に対応付けている．

評価対象とする要件それぞれについての記述内容は次
の通りである．

図１　提案するRFP評価法の概要

大項目 中項目 非機能要件 重み

運用開始準備 運用テスト 運用移行許容障害発生率 6.0

運用開始条件の明確化 テスト密度 2.6

テストカバレッジ 2.2

システム運用評価 運用容易性 介入オペレーションの最小化 1.9

介入オペレーションの容易性 1.9

稼働率目標 平均稼働率 5.3

オンラインシステム稼働率 1.0

稼働品質性能 バッチ処理正常終了率 6.2

応答時間 3.7

応答時間（最悪時の応答時間比率） 1.3

スループット 3.6

最大負荷スループット 1.1

最大停止時間 1.3

業務停止回数／年 1.0

既定時間外停止回数 1.0

ターンアラウンド時間 2.6

通常時余裕率 1.0

ピーク時余裕率 1.0
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　■非機能要件 i

　　名称：
　　定義：
　■評価メトリクス（評価点 si）
　　明確さ４の評価基準
　　　　　３の評価基準
　　　　　２の評価基準
　　　　　１の評価基準
　　　　　０の評価基準
　■重要度 wi

提案法では，各要件は最大 5段階で評価される．評価
点の取りうる値は，0から 4の整数値である．「明確さ
評価基準」は，文字通り，当該要件の明確さを評価する
ための基準を示すものである．当該要件が（十分に）明
確に記述されている場合の評価点は 4，記述がない，も
しくは，記述の明確さが著しく低い場合は 0となる．た
だし，要件によっては，記述の明確さに区別はなく記述
の有無だけで評価できる要件，記述の明確さについての
議論や検討が（現時点では）十分ではなく 5段階評価が
難しい要件，などがある．そうした要件については，明
確さ 3の評価基準，同 2の評価基準，同 1の評価基準の
いずれか，もしくは，全てを「該当なし（N/A）」とでき
るものとする．例として，いくつかの非機能要件とその
明確さ評価基準を図２に示す．図２(a) に示す非機能要
件「バックアップ方式」では，５つ全ての評価基準が示
されており，5段階評価が行われる．図２(b) に示す非機
能要件「システムソフト」では，明確さ 3と 1の評価基
準評価が「該当なし（N/A）」となっており，3段階評価
となる．図２(c) に示す非機能要件「応答時間」では，明
確さ 3から 1の評価基準が全て「該当なし（N/A）」となっ
ており，2段階評価となる．

「重要度」は，RFP における当該要件の重要度を相対
的に示す数値である．前述の通り，要件の明確さの評価
点が取り得る値は，全ての要件において，0から 4の整
数値である．そこで，RFP の総合評価点（100 点満点）
の算出において，複数の要件の評価点を加算するにあ
たって，この重要度を重みとして用いる．要件の重要度
は，対象ソフトウェアのドメインや利用組織毎に異なり，
一律に定めることは出来ない．本論文では，一例として，
文献 [MEXT] で実施されたアンケートにおいて，「重要な
要件であり，RFP に実際に記述している」あるいは「記
述すべき」と回答したユーザ企業数に基づき重要度を決
定した．例えば，「バッチ処理正常終了率」の重要度は「オ
ンラインシステム稼働率」の重要度の 6.2 倍となってい
るが，これは，同アンケートにおいて，上記のように回
答したユーザ企業数が 6.2 倍あったことを意味する．同
アンケートの対象外の要件については，システム発注・

(a) 5 段階評価

(b) 3 段階評価

(c) ２段階評価

図２　明確さ評価基準の例

開発に長年携わってきたエキスパートの意見に基づき重
要度を決定した．その上で，評価対象とする 55 個の非
機能要件全体で，重要度（重み）の合計が 100 となるよ
う正規化を行った．その結果，重要度が最も高い要件は
「バッチ処理正常終了率」で重要度は 6.2，最も低い要件
は「オンラインシステム稼働率」，「アクセス監査」など
18個の要件で重要度は 1.0 となった．

「非機能要件評価シート」に基づく評価結果は，RFP
の「総合評価点」と要件毎の評価点を俯瞰するための
「レーダーチャート」に大別される．総合評価点 Sは，

非機能要件 No.27
名称 バックアップ方式
定義 データ及びハードウェアに関するバックアップ仕様
評価メトリクス
明確さ４の評価基準 ハードウェア及びソフトウェアのバックアップ構成

が系統的に記述されている．
明確さ３の評価基準 ハード及びソフトのバックアップについて記述され

ている．
明確さ２の評価基準 バックアップの記述はあるが具体的な方式の記述が

ない．
明確さ１の評価基準 バックアップ方式について提案を要求している．
明確さ０の評価基準 バックアップ方式についての記述がない．
重要度 3.6
カテゴリ 大項目：障害対策 

中項目：冗長化

非機能要件 No.41
名称 システムソフト
定義 システムで使用するOS及びユーティリティソフト

ウェア
評価メトリクス
明確さ４の評価基準 使用するシステムソフトウェアの名称が具体的に記

述されている．
明確さ３の評価基準 N/A
明確さ２の評価基準 使用するシステムソフトウェアの名称が具体的に記

述されていない．
明確さ１の評価基準 N/A
明確さ０の評価基準 システムソフトウェアについての記述がない．
重要度 1.5
カテゴリ 大項目：保守生産性 

中項目：保守容易性

非機能要件 No.9
名称 応答時間
定義 システムとしての応答時間（画面操作時のデータ更

新，通信時間など）
評価メトリクス
明確さ４の評価基準 応答時間が目標時間として（数値で）記述されてい

る．
明確さ３の評価基準 N/A
明確さ２の評価基準 N/A
明確さ１の評価基準 N/A
明確さ０の評価基準 応答時間の目標時間が記述されていない．
重要度 1.3
カテゴリ 大項目：システム運用評価 

中項目：稼働品質性能



論文

34 SEC journal Vol.10 No.3 Sep. 2014

評価対象とする 55 個の非機能要件それぞれに対する評
価点を，その重要度で重み付けした加重和である．

S= Σ wisi/4　（i=1, . . .  ,55）

ここで，siは，要件 iの評価点，wiは要件 iの重要度
である．55 個の非機能要件全てが明確に記述されてい
る場合，総合評価点 Sの値は 100 となり，記述に明確さ
がない，あるいは，記述そのものがないほど，要件の重
要度に応じて減点されていることになる．

レーダーチャートは，要件間での評価点の比較などが
容易に行える表現形式である．ただし，提案法では，評
価対象とする非機能要件が 55 個と多数にのぼるため，
それら全ての評価値をレーダーチャートで表現すること
は現実的ではない．そこで，「非機能要件評価シート」
において設定した「大項目」および「中項目」を単位と
してレーダーチャートを作成する（図１参照）．「大項目
レーダーチャート」では，大項目それぞれに属する要
件の評価点の平均値を示す．「中項目レーダーチャート」
でも，同じく，中項目それぞれに属する要件の評価点
の平均値を示す．平均値が取り得る値は，いずれも，0
～ 4 であり，要件が明確に記述されているほど高い値
となる．

提案法の適用容易性や有用性を評価するために行った
ケーススタディの結果について述べる．ケーススタディ
では，地方自治体，図書館，政府機関，大学，病院などが，
ベンダ候補企業向けの入札情報としてWWW上に公開
していた29件の RFPを評価対象とした．RFPの評価は，
各 RFP の作成者ではなく，システム発注・開発に 10年
以上携わってきたエキスパート１名が，対象 RFP 全てに
対して行った．

RFP の評価に要した時間は，RFP １件あたり最大 1時
間程度であった．評価者は，対象 RFP で表されるシステ
ムやそのドメインに関する知識を十分に有していたわけ
ではなかった．しかし，対象 RFP を熟読することで，非
機能要件 55 項目それぞれの評価点を支障なく決定する
ことが出来た．RFP 作成者自身であれば，より短い時間
で評価が可能であることは容易に推察される．

また，提案方法は RFP のみに基づいて実施可能であり，
対象 RFP を公開している団体や RFP 作成者に対してイ
ンタビューを行ったり，追加資料を求めたりする必要の
ないことも確認された．このことは，（RFP 作成者自身
を含む）複数人で RFP を評価し，デルファイ法などによ
り，より客観性・妥当性の高い結果を得ることが，比較
的容易であることを意味する．

図３(a) は，29 件の RFP の総合評価点の分布を，RFP
が表す情報システムの 5つのドメイン毎に示した箱ひげ
図である．5つのドメインとそれぞれの RFP 件数は次の
とおりである．

　地方自治体 6件
　図書 8件
　政府機関 5件
　大学 5件
　病院 5件

箱ひげ図は，データ分布の様相を視覚的にとらえやす
く表すために工夫された図である．箱の中に引かれた横
線がその分布の中央値を，箱の下辺と上辺がそれぞれ第
一四分位数，第三子分位数を，更に，上下にのびたヒゲ
の先端が，それぞれ最大値と最小値を表す．なお，外れ
値がある場合は，箱やひげとは別に，〇印で表される．

図３(a) より，ドメインによって総合評価点に大きな違
いのあることが分かる．また，総合評価点が 60 点以上
となったのは，政府情報システムと病院情報システムの
それぞれで 1件のみである．提案法では，評価対象とす
る 55個の非機能要件全てが RFP において明確に記述さ
れているべき，という立場で評価が行われている．総合
評価点は，満点となる 100 点にできるだけ近いことが望
まれる．しかし，大半の RFP は総合評価点が 100 点か
らほど遠く，非機能要件がまだまだ明確には記述されて
いない，ということになる．特に，図書情報システムでは，
総合評価点の中央値が 10 点未満であり，RFP に改善の
余地が大きく残されていると言える．

大項目と中項目の評価結果となるレーダーチャートを
図３(b)(c) にそれぞれ示す．同図では，5つのドメイン
それぞれにおける評価点の平均が示されている．図 3(b)
を見ると，５つのドメイン全てにおいて大項目「運用開
始の準備」の評価点が 0，「災害対策」が 0.5 以下，「シ
ステム運用の評価」が 1.0 以下と極めて低いことが分か
る．評価点が 0となった「運用開始の準備」は，図１に
示すとおり，3つの非機能要件「運用移行許容障害発生
率」，「テスト密度」，「テストカバレッジ」で構成されて
いる．評価点が 0ということは，これらが全て RFP に一
切記述されていなかったことになる．必要がないから記
述されていなかったとも考えられるが，「非機能要件を
十分に提示している」とするユーザ企業が 22.6％に過ぎ
ないとの調査結果 [JUAS2] もあることから，ここでは，
「必要だが記述されていなかった」との立場をとる．今
回のケーススタディにおけるユーザは，地方自治体，政
府機関，大学，病院等であり，情報システム部門を持た
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ず，テストに関する知識や経験が不足していた可能性が
ある．その結果， テストに関連する要件が記述されず，
評価点が 0となったと推察する．

評価点が 1.0 以下となった「システム運用評価」は，
同じく図１に示すとおり，３つの中項目「運用容易性」，
「稼働率目標」，「稼働品質性能」で構成されている．図
３(c) によれば，このうち，「稼働品質性能」の評価点が
どの分野においても低いことが分かる．「稼働品質性能」
は 11 個の非機能要件で構成されており，更に詳細な評
価・分析が可能であるが，ここでは省略する．詳しくは，
文献 [Saito] を参照されたい．

ケーススタディ結果のひとつとして，提案法における
ベンチマーキングについて述べる．先にも示した通り，
提案法では，評価対象とする 55 個の非機能要件全てが
RFP において明確に記述されているべき，という立場で，
いわゆる減点法により評価が行われる．RFP 作成者の目
標は，総合評価点が 100 点，レーダーチャートで示され
る全ての項目の評価点が 4点，となる RFP を作成するこ
と言える．

ただし，100 点満点の RFP を作成することが，（現時
点において）現実的であるかどうかについては議論の余
地がある．提案法では，既存のガイドライン，および，
RFP 作成者となるユーザ企業へのアンケート結果に基づ
いて，評価対象となる非機能要件を選定し，記述の明確
さの評価基準や重要度等を要件毎に定めている．しかし，
それら要件を明確に記述することの容易性については考
慮されていない．限られた工数・期間の下では，明確に
記述されにくい要件が存在する可能性もある．目標とし
ての 100 点満点とは別に，標準値あるいは基準値を設定
し，個々の RFP 評価点との比較を行うベンチマーキング
も必要であると考えられる．

ここでは，一例として，評価対象とした 29 個の RFP
のうち，総合評価点が高かった3個のRFP（RFPトップ3）
における平均評価点を，各要件に対する評価点の基準値
とした．なお，基準値の設定においては，特異点，ある
いは，例外的と思われる値（評価点）は除外する必要が
ある．特に，著しく高い評価点は，目指すべき高い目標
として基準値に組み入れるべきとされる一方で，特異点，
あるいは，例外的として基準値設定から除外すべき場合
もある．基準値設定に用いた３個の RFP のうち２個の総
合評価点はおよそ 60点で，他の RFP に比べれば著しく
高い値となっている．ただし，100 点満点中の 60 点で
あり，要件によっては，他の RFP よりも平均評価点が低
くなる場合もあることから，現時点では，特異点，ある
いは，例外的とは見なさず基準値設定に用いた．図４は，

(a) 総合評価点

(b) レーダーチャート：大項目

(c) レーダーチャート：中項目

図３　ケーススタディ結果
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総合評価点が中央値であった RFP（RFP Mと呼ぶことと
する）における評価点を基準値と比較した結果である．
一般論で言えば，RFP Mの評価値と基準値の差が大きい
要件ほど，記述の明確さに改善の余地があることになる．
同図より，要件「稼働率目標」，「異常検知条件」，「サー
ビス提供時間」などが該当する．

個別の要件について，もう少し詳しく見ていくと，例
えば，要件「導入教育」の評価点は，RFP Mでは 4点，
基準値，すなわち，RFPトップ3の平均では2.89点となっ
ている．評価点が満点の 4点であることから，RFP Mに
おいて同要件が相対的にも絶対的にも極めて明確に記述
されていることが分かる．

また，要件「運用容易性」に注目してみると，RFP M
の評価点は 2点，基準値も 2.17 点とほぼ同じである．
RFP Mの評価点だけで判断すると，同要件は必ずしも
明確に記述されていない，ということになる．しかし，
RFP トップ 3と同程度には明確に記述されており，現時
点では，改善の余地はそれほどないかもしれない．一方，
RFP Mにおいて，評価点が同じ 2点となっている要件「障
害予防」について見てみると，基準値は 3.20 点となっ
ており，より明確に記述する余地が残されていることが
分かる．こうした違いは，RFP Mの評価点だけを比べて
も分からない．他にも，要件「冗長化」について言えば，
RFP Mの評価点は 3点と要件「運用容易性」よりも高い
評価となっているが，基準値は 4点であり，要件「運用
容易性」よりも既に明確に記述されてはいるが，更に明
確に記述する余地が残されていることが分かる．

なお，RFP Mにおいて評価点が 0点となっているのは，
要件「運用テスト」，「運用開始条件の明確化」，「稼働率
目標」，「稼働品質性能」，「異常検知条件」，「災害対策」，

図４　ケーススタディ結果： 
　　　基準値（RFPトップ３）との比較

「ライセンス保守」の 7要件である．このうち，要件「運
用テスト」，「運用開始条件の明確化」については，基準
値も 0点となっているが，いずれもユーザ企業に対する
アンケート [MEXT] において重要であるとの回答数が多
い要件である．特に，高い信頼性が要求されるドメイン
での委託ソフトウェア開発においては，ベンダがシステ
ム開発の完了を確認し，ユーザが運用を開始する条件と
して RFP に記述されるべきで要件ある．一方，残りの 5
つの要件については，より明確に記述する余地があり，
RFP Mにおける記述の不明確さには，個別の原因や理由
があると考えるべきである．

評価者間のばらつきを確認するため，評価者を２名追
加し，エキスパートとの間で評価結果を比較する実験を
行った．追加した評価者のうち 1名は，ソフトウェア
工学を専門とする，業務経験のない大学教員（以降，教
員と記す）である．もう 1名は，エンタープライズ系の
ソフトウェアエンジニアとして 20 年以上の経験を有す
る者（以降，エンプラ系ＳＥと記す）である．29 件の
RFP のうち，各ドメイン（地方自治体，図書館，政府機関，
大学，病院）から各１件をランダムに選択し評価対象と
した．

実験の結果，まず，各要件に対する評価点の評価者間
での差（絶対値の平均）は，１非機能要件あたり，エキ
スパートと教員の間で 0.367，エキスパートとエンプラ
系ＳＥとの間で 0.585 となり，1未満（5段階評価にお
ける１段階未満）となった．評価点に有意差（フリード
マン検定，有意水準 5％）が認められたのは，病院情報
システムの RFP に対するエキスパートの評価点とエンプ
ラ系ＳＥの評価点のみであった．そのケースにおいて，
評価点の差が特に大きかった要件は，「スループット」「最
大負荷スループット」「最大停止時間」「ターンアラウン
ド時間」「保証期間」の 5つであった．これらはいずれも，
要件に関する数値情報が記述されていれば 4点，されて
いなければ 0点となる要件で，エキスパートによる評価
はいずれも 0点，逆に，エンプラ系ＳＥによる評価はい
ずれも 4点であった．実際には，これら５つの要件に関
する数値情報は RFP には記述されておらず，エンプラ系
ＳＥによる評価は妥当でないことがわかった．エンプラ
系ＳＥに追加インタビューしたところ，「数値情報は示
されていなかったが，要件に関する記述は見られたので
4点と評価した．数値情報の有無を厳密に評価に反映し
なかったのは少し寛大なのでは，と指摘されてもいたし
かたない．」との回答が得られた．このことから，数値
情報の有無が評価に直結する要件については，そのこと
を評価者に徹底することが必要であり，また，徹底する
ことで，評価者間で評価のばらつきを小さく抑えること
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が期待される．

次に，総合評価点（100 点満点，重み付き）については，
表 1に示す結果となった．エンプラ系 SE による病院情
報システムに対する評価点を除くと，教員およびエンプ
ラ系ＳＥによる評価点とエキスパートによる評価点との
差は，最大でも 6.09 に留まった．

表１．各評価者の各RFPに対する総合評価点

　　　 評価者 
ドメイン　　 エキスパート 教員 エンプラ系ＳＥ

地方自治体  2.71  5.99  6.88

図書館 27.31 32.79 33.40

政府機関 18.91 15.16 16.91

大学  5.06  5.88  5.34

病院 42.75 44.08 64.90

以上より，実務経験のない大学教員であってもエキス
パートと有意差のない評価を行えること，また，数値情
報の記述が求められる非機能要件については，具体的な
数値が記述されていなければ評価点は 0とすべきことを
徹底することで，評価のばらつきを抑えられる可能性が
あることが分った．本結果の信頼性を増すため，より多
くの評価者を被験者として評価実験を行うことが今後の
課題となる．

本論文では，ベンダへの提案依頼書（RFP）提示に先
立ち，RFP 作成者であるユーザ自身が，RFP の品質を定
量的に評価する方法を提案した．評価対象は，ユーザに
とって重要度の高い「保守と運用に関する 55 個の非機
能要件（NFR）」であり，評価の観点は，その記述の明
確さ，である．記述の明確さは，最大 5段階で評価さ
れ，その結果は，RFP の「総合評価点」と要件毎の評価
点を俯瞰するための「レーダーチャート」として示され
る．地方自治体，図書館，政府機関，大学，病院などが
WWW上に公開していた 6ドメイン 29 件の RFP を評
価対象としたケーススタディによって，記述が不十分な
要件を特定したり，基準値との比較を通じて特に改善が
必要な特性を明らかにしたりできることなどが確認され
た．加えて，ドメインや要件によって評価点やそのばら
つきに比較的大きな差があることが，総合評価点の比較
やレーダーチャートによる俯瞰により明確となり，提案
法に基づく RFP ベンチマーキングの可能性についても議
論を行った．なお，評価は RFP のみに基づいて実施可能
であり，評価に必要な時間も，RFP １件あたり最大 1時
間程度であった．

提案法は，RFP を対象としたものであり，ベンダへの
提示に先だってユーザのみが利用するものと位置づけら
れている．ただし，RFP に基づいて作成される技術仕様・
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（2011）．

技術提案書や契約仕様書へと適用範囲を拡げることは比
較的容易である．その場合，技術仕様・技術提案書の作
成においてベンダが提案法を利用する，また，契約仕様
書の作成に向けた技術協議において，ユーザとベンダの
双方が提案法を利用し，非機能要件に関する合意形成を
効率よく行う，といったことも考えられる．

また，関連研究においても少し紹介したが，ソフトウェ
ア開発で作成される文書の評価に，自然言語処理技術を
用いる研究が盛んに行われている．提案法においても，
例えば，非機能要件記述に含まれる典型的な語句や表現
を自然言語処理技術で抽出し，非機能要件の文例集を作
成することが考えられる．文例集があれば，RFP や対象
ドメインに関する知識が十分でない者でも，提案法によ
る評価が可能に，あるいは，より容易になる．評価者に
よる評価結果のばらつきが減れば，評価法に基づく RFP
ベンチマーキングの信頼性や有用性も高まる．テキスト
マイニングや機械学習といった技術と組み合わせること
で，RFP 評価の自動化にも道を開くことになる．

本研究は，独立行政法人情報処理推進機構 技術本部 ソ
フトウェア高信頼化センター（SEC: Software Reliability 
Enhancement Center）が実施した「2012 年度ソフトウェ
ア工学分野の先導的研究支援事業」の支援を受けたもの
です．


